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2018 年 7 月に広島市安芸区矢野東の梅河団地で発生した複数の土石流を対象に，土石流の数値シミュレ

ーションを実施し，土石流の流動特性を検討するとともに，設定されている土砂災害警戒区域（イエロー

ゾーン）や土砂災害特別警戒区域（レッドゾーン）の評価を行った．宅地域における家屋に作用する最大

応力の大きい領域は，破壊した家屋の分布と良く一致していた．土砂災害特別警戒区域（レッドゾーン）

以外でも，家屋が破壊するおそれのある箇所が存在すること示した．また，複数の斜面崩壊の発生タイミ

ングや斜面崩壊数の違いにより，宅地域に流入した土石流の氾濫域や流動深の空間分布を検討した．避難

計画等を検討する上では，宅地に流入する土石流の規模やタイミングを考慮すること，複数の渓流からの

土砂流出量を考慮することの重要性を示した． 
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１． はじめに 

 

近年，短時間で高強度の豪雨によって，多発的な斜面

崩壊に伴う土石流が発生している．その結果，土石流が

宅地へ流入した箇所では，多くの家屋被害や人的被害が

生じている．2014年 8月に広島市安佐南区八木三丁目で

発生した土石流では，少なくとも本川源頭部で 3箇所，

支川源頭部で 2箇所 1）の斜面崩壊が発生した．2018年 7

月の西日本豪雨でも，広島県安芸郡熊野町では，山頂付

近の 2箇所と中腹付近の 1箇所 2），広島市安芸区矢野東

では，山頂付近の 3 箇所 3）で斜面崩壊が発生し，いず

れも斜面崩壊を起因とした土石流が下流の宅地域に氾濫

し，甚大な被害が生じている．また，同時もしくは時間

をおいて多発的に発生した土石流は，先に発生・堆積し

た土石流を次の土石流が浸食するとともに、渓床や河岸

などを浸食して土石流の規模を大きくしたと考えられる． 

現在，住民が知ることのできる土砂災害情報の一つに，

土砂災害警戒区域（イエローゾーン）及び土砂災害特別

警戒区域（レッドゾーン）がある．これらの区域は，各

自治体によって設定され，土砂災害に対する避難・警戒，

家屋建造可否や家屋を守るための防災対策など非常に有

効な情報となっている．土砂災害警戒区域等の設定に用

いられる土石流の氾濫域は，地形勾配のみで設定する簡

便な方法が用いられている．また，土石流渓流からの土

砂流出量は，最も規模の大きい単一の渓流からの土砂流

出量を想定しており，支川や複数渓流からの土砂流出等

は考慮されていない 4）．一方で，近年では，土石流の

数値シミュレーションを用いて，宅地域の家屋や道路の

影響を考慮した土石流の流動特性や被災状況の再現等が

行われるようになっており 5）,6)，数値シミュレーション

から得られる情報も非常に有効な情報となっている．し

かし，谷出口から上流区間を最も流出土砂量の大きい単

一渓流の一次元領域として取り扱う等，複数渓流から発

生した土石流やその発生タイミングが宅地域へ与える影

響が十分に見込まれていない等の課題が挙げられる． 

そこで，本研究では，2018年 7月の西日本豪雨による

広島での複数斜面崩壊がみられた土砂災害事例を対象に，

土石流の数値シミュレーションを実施し，土石流の流下

範囲や家屋に作用する土石流の流体力分布を明らかにす

るとともに，設定されている土砂災害警戒区域（イエロ

ーゾーン）や土砂災害特別警戒区域（レッドゾーン）の

評価を行う．また，複数の斜面崩壊の発生タイミングや



 

斜面崩壊数の違いが，宅地域に流入する土石流の氾濫域

や流動深の空間分布に与える影響を検討し，土砂災害警

戒区域等との関係について考察する． 

 

２． 土砂災害警戒区域等の課題 

 

土砂災害警戒区域（イエローゾーン）は，土砂災害

が発生した場合に，住民等の生命または身体に危害が生

じるおそれがある区域，土砂災害特別警戒区域（レッド

ゾーン）は，土砂災害が発生した場合に，建築物に損壊

が生じ住民等の生命または身体に著しい危害が生じるお

それがある区域であり，土石流の場合は，それぞれ，土

石流が氾濫する区域，土石流により家屋が倒壊する区域

と考えることができる． 

2018年7月の西日本豪雨では，土砂災害による死者の

約9割は，土砂災害警戒区域等で発生していた一方で，

土砂災害警戒区域（イエローゾーン）内ではあるが，土

砂災害特別警戒区域（レッドゾーン）外で家屋の全壊が

生じた事例や土砂災害警戒区域（イエローゾーン）外に

おいても家屋の全壊被害が生じ死者が発生した事例も確

認されている7）．また，過去の土砂災害16事例の検証結

果8）では，実際の被災家屋のうち，土砂災害特別警戒区

域（レッドゾーン）と同様の方法で設定された家屋被災

範囲に含まれるのは，約7割程度に留まっている．これ

らの要因は，両警戒区域の設定方法に起因すると考えら

れる．両警戒区域は基礎調査結果をもとに設定され，土

砂災害警戒区域（イエローゾーン）は，土石流扇状地の

上流端である土石流堆積開始地点を起点とした扇形の土

砂氾濫域を想定し，地盤勾配が緩やかになる地点（勾配

2°）を土石流の氾濫範囲の下端とした区域とされ地形

条件のみで設定される．土砂災害特別警戒区域（レッド

ゾーン）は，土石流により建築物に作用すると想定され

る流体力が建築物の耐力を上回る範囲を区域として設定

するが，いずれも等流仮定や経験式から算出されるもの

である4）．現状の土砂災害警戒区域等の設定方法は，全

国の膨大な土石流危険渓流に適用するために簡便な方法

が用いられており，家屋が存在しない想定など，ある一

定レベルの精度で氾濫域等の予測はできるが，谷出口で

渓流が屈曲した局所的な地形や家屋・道路等の影響を踏

まえた土石流の動態までは捉えることができていない． 

 

３． 対象地区と被災状況 

 

本研究では，2018年7月の西日本豪雨により土石流が

発生し多くの家屋が被災した広島市安芸区矢野東の梅河

団地を対象とする（図-1参照）．梅河団地では，北側の

13渓流，南側の14渓流で土砂災害警戒区域等が設定され

ており，中谷ら6），長谷川ら9）により数値シミュレーシ

ョンを用いた土砂災害警戒区域内の土砂堆積状況や危険

度分布の検討が行われている．また，北側の13渓流では，

被災前の2018年2月に土石流を捕捉できる機能を持たせ

た新しいタイプの治山ダムが設置されている．本数値シ

ミュレーションでは，家屋の破壊を発生させた北側の13

渓流で発生した土石流を対象に，土石流の発生箇所から

宅地域までを二次元領域として解析を実施した．図-2に

13渓流出口において破壊された家屋の位置を示す．家屋 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

被災前（H28.4） 

13 渓流 

14 渓流 

出典）Google Earth 

被災後（H30.7） 

治山ダム 

出典）国土地理院 

図-1 被災前後の状況（梅河団地） 

50m 

50m 

図-2 被災した家屋（赤斜線）と土石流の流れ 

N

等高線間隔：10m 50m 



 

の破壊は，主として宅地の北側を直線的に流れた土石流

によって引き起こされている．多くの家屋が全壊となっ

ているが，全壊家屋の南側に一部半壊している家屋もあ

る． 

  

４． 数値シミュレーションの概要 

 

(1) モデルの概要 

本解析では，粗粒土砂の構成則に江頭らのモデル10）

を用い，細粒土砂が水と混合することにより水と土砂の

混合物として液相のように振る舞う相変化と層流域上に

乱流域を考慮した平面二次元土石流モデル11）を用いる．

本対象渓流では，比較的規模の大きい二つの渓流が存在

するため，全解析区間に平面二次元土石流モデルを適用

した．家屋に作用する応力Fhxは，家屋の解析格子に働

く単位幅あたりの流下方向の応力であり，静水圧近似に

よる静的な圧力と運動エネルギーによる流体力の和で評

価し，以下の式12）で算出した． 

2 21
cos

2hx m mF gh hu        （1） 

ここに，gは重力加速度，hは流動深， は地形勾配，

u は流速，mは以下の関係がある． 

 m c           （2） 

ここに，は水の密度，は土砂の密度，c は流動深平

均の土砂濃度である． 

 

(2) 解析条件 

解析領域は，図-3の航空写真内の黒枠で示された領域

であり，梅河団地13渓流源頭部から矢野川までの約

950m×400mの領域である．地形データは，国土地理院

により被災前に測定されたもので，平面的に5mの解像

度のDEMデータである．解析格子は，家屋の形状や道

路上を流下する土石流を表現するため，2m×2mの正方

形格子を用いる．実際の土石流の発生箇所，及び規模は

不明であるが，斜面崩壊を発端として発生するものとし

た．土石流の流下距離が十分長く，斜面崩壊の大きさ自

体は下流域での土石流の規模にほとんど影響を与えない
13）と考えられることから，境界条件として，渓流上端

の斜面崩壊地点で流体化した水と土砂の混合物（堆積濃

度0.6，約5m3）が初期の斜面に流速ゼロで存在するもの

とした．斜面崩壊は，図-3に示すように北側の渓流山頂

付近に1箇所，南側の渓流山頂付近に2箇所の計3箇所を

考慮する．現地の状況から，南側の渓流からの土石流が

北側の渓流の土石流よりも先に発生していると考えられ

るため，本解析では，南側の2つの渓流から同時に発生

した土石流が宅地に到達した直後（100秒後）に，北側

の渓流で斜面崩壊を発生させる条件とした．河床材料の

粒径は，最大粒径が約50cmで数cm程度と報告6）がある

が，著者らの現地調査結果を踏まえて1cmとした．治山

ダムは非浸食性の構造物として扱い，高さは現地で計測

した値を用いた．宅地の中の家屋は，非浸食域としたが，

土石流によって流された家屋については，本解析では家

屋が無いと仮定して扱っている． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【120s 後】 

【180s 後】 

【240s 後】 

図-4 宅地内における流動深の時空間的な変化 
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図-3 解析領域と斜面崩壊地点 
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５． 宅地域における家屋倒壊の再現と土砂災害警

戒区域等の評価 

 

図-4に数値シミュレーションによって得られた梅河団

地内における土石流の流動深の時空間的な変化を示す．

120秒の時点では，南側の渓流で発生した土石流のみが

宅地に流れ込んだ状態である．南側渓流からの土石流は

宅地上流の治山ダムに一部堆積するため，宅地内におけ

る流動深は非常に小さい．180秒以降は北側の渓流から

の土石流も宅地に流れ込んでいる．180秒の時点では土

石流が宅地北側を直線的に西に向かって流れている．こ

れらのことから，対象地点の家屋の多くは北側渓流から

の土石流によって破壊された可能性が高い．240秒の時

点では，宅地北側に堆積した土砂により，土石流が西に

直線的に流れることができなくなり，土石流の流れが宅

地中央の道路を南下している．なお，本数値シミュレー

ションによる治山ダム上流域の浸食量は約6,400m3であ

り，治山ダムの堆積可能容量約2,400m3を大きく上回る． 

図-5に，梅河団地13渓流に設定されている土砂災害警

戒区域（イエローゾーン），土砂災害特別警戒区域（レ

ッドゾーン）を示す．図には，2018年7月豪雨時に発生

した土石流により破壊した家屋も示している．破壊家屋

は，土砂災害警戒区域（イエローゾーン）内ではあるが，

土砂災害特別警戒区域（レッドゾーン）の外となってお

り，土砂災害特別警戒区域（レッドゾーン）以外でも，

家屋が破壊するおそれのある箇所が存在することが示唆

される．図-6に，数値シミュレーションによる240秒ま

でに土石流が家屋に作用した最大応力の分布を示す．宅

地北側における家屋に作用する最大応力が非常に大きく

なっており、土石流は団地を通過して北西の崖下の工場

（イエローゾーン外）にまで達している．図-2と比較す

ると，宅地域における家屋に作用する最大応力の大きい

領域は，破壊した家屋の分布とよく一致していることが

わかる．本解析では，土石流によって流された家屋は無

いものと仮定して扱っているが，家屋があった場合，家 

 

 

※S1，S2，S3は，図-3の斜面崩壊地点を示す． 

 

屋前面に土石流が堆積し，さらに大きな応力が作用する

と考えられる．また，土砂災害警戒区域（イエローゾー

ン）内においても，土石流が流れてこない被災リスクが

低い箇所が存在しており，避難を考える上で非常に重要

な情報となる． 

 

６． 土石流氾濫リスクの空間分布 

 

本研究で対象とした梅河団地の土砂災害事例では，時

間差で生じた複数の斜面崩壊により発生した土石流が，

土石流を捕捉できる機能を持つ治山ダムを越えて宅地に

流入し，氾濫したものである．図-4の数値シミュレーシ

ョン結果からも，南側の渓流で発生した1回目の土石流

は，治山ダムに一部捕捉されたため，宅地へ流入した土

石流の流動深は小さかったものの，北側の渓流で発生し

た2回目の土石流は，ほぼ満砂の治山ダムを越えて宅地

に流入し，家屋の破壊を伴うほど流動深が大きくなった

と考えられる．このように，複数の斜面崩壊のタイミン

グや斜面崩壊数の違いによっては，宅地域に流入する土

石流の氾濫域・流動深も大きく異なることが想定され，

宅地域の土石流氾濫リスクを考える上で非常に重要な条

件となってくる．そこで，表-1に示す斜面崩壊の条件を

もとに数値シミュレーションを実施し，複数の斜面崩壊 

ケース名 斜面崩壊の条件 

Case 0 

南側渓流のS1，S2が同時に崩壊後，土石流

が宅地に到達した直後（100秒後）に北側

渓流のS3が崩壊（図-4の条件と同条件） 

Case 1 
南側渓流のS1，S2，北側渓流のS3が同時に

崩壊 

Case 2 南側渓流のS1のみ崩壊 

Case 3 南側渓流のS2のみ崩壊 

Case 4 北側渓流のS3のみ崩壊 

表-1 解析ケースと解析条件 

出典）広島県防災Webに、一部加筆 

図-5 土砂災害警戒区域等と家屋被害の分布 

100m 

図-6 家屋に作用する最大応力 

【240s 後】 50m 

 DHouseMax（kN/m） 
800 600 400 200 0 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

のタイミングや斜面崩壊数の違いによる宅地域の土石流

氾濫リスクの空間分布を検討した． 

図-7に各ケースの数値シミュレーションによって得ら

れた梅河団地における最大流動深の空間分布を示す．

Case 0は南側渓流の斜面崩壊と北側渓流の斜面崩壊に時

間差が生じたケース，Case 1は南側と北側の渓流の斜面

崩壊が同時に生じたケースである．Case 1では，南側渓

流で発生した土石流と，北側渓流で発生した土石流は，

ほぼ同時に治山ダム地点に到達し合流する．そのため，

治山ダム上下流において，Case 0に比べて流動深が大き

くなっており，5m以上の流動深で宅地域に流入してい

る．Case 0とCase 1を比べると，宅地域に流入する土石流

の土砂量はCase 1の方が大きいため，流動深は大きくな

り，特に家屋の前面等でその影響は顕著にみられる．一

方で，土石流の氾濫範囲はほとんど変わっていないこと

がわかる．ただし，時系列的にみると，Case 0では，1回

目の土石流で宅地北側を西に直線的に流れ堆積し，2回

目の土石流で宅地中央の道路を南下するのに対し，Case 

1では，宅地北側を西に向かう流れと，宅地中央の道路

を南下する流れがほぼ同時に生じている．このことは，

宅地に流入する土石流の規模やタイミングを考慮するこ

とによって，土石流氾濫リスクの空間分布が得られ，土

石流の氾濫が生じにくい箇所等，優先的に避難場所や避

難経路等を選定することができることを示している． 

Case 2とCase 3は，同じ南側渓流の斜面崩壊であるが，

Case 2は土石流が宅地内に流入し氾濫しているのに対し，

Case 3では，渓流の出口付近で土石流が堆積して止まっ

ている．これは，Case 2（斜面崩壊地点は図-3のS1）が

Case 3（斜面崩壊地点は図-3のS2）に比べて，斜面崩壊

地点の標高が高く流下距離が長い点，また，Case 2の方

が上流域の勾配が急なため，土石流が流下する過程で渓

床や河岸を多く浸食し，土石流の規模を大きくした点が

考えられる．このように同じ渓流でも斜面崩壊地点の違

いにより，宅地に流入する土石流の規模が異なることが

わかり，被害を想定する際には条件設定やケース設定に

注意が必要である． 

Case 4は，北側渓流のみで斜面崩壊が生じたケースで

ある．Case 2と比べると，土石流の氾濫範囲はほとんど

同じであるが最大流動深はCase 4の方が相対的に大きく，

南側渓流より北側渓流からの流出土砂量が多いことがわ

かる．従来，土石流渓流からの土砂流出量は，最も規模

図-7(1) 最大流動深の空間分布（Case 0） 図-7(2) 最大流動深の空間分布（Case 1） 

図-7(3) 最大流動深の空間分布（Case 2） 図-7(4) 最大流動深の空間分布（Case 3） 
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図-7(5) 最大流動深の空間分布（Case 4） 
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の大きい単一の渓流からの土砂流出量を用いることにな

っているが，本研究の対象渓流のような場合，南側渓流，

北側渓流のどちらを想定しても土石流の範囲はほぼ同じ

であるが，宅地域に氾濫する土石流の流動深は大きく異

なるため，避難計画等を立案する際には，渓流からの土

砂流出量を小さく見積もらないよう，複数の渓流からの

土砂流出量を考慮する必要がある． 

 

７． おわりに 

 

広島市安芸区矢野東の梅河団地で発生した複数の土石

流を対象に，土石流の数値シミュレーションを実施し，

土石流の流動特性を検討するとともに，設定されている

土砂災害警戒区域等の評価を行った．対象地点の家屋の

多くは第2波である北側渓流からの土石流によって破壊

された可能性が高いことが明らかとなった．また，宅地

内における家屋に作用する最大応力の大きい領域は，破

壊した家屋の分布と良く一致していた．土砂災害特別警

戒区域（レッドゾーン）以外でも，家屋が破壊するおそ

れのある箇所が存在すること示唆された．さらに，複数

の斜面崩壊の発生タイミングや斜面崩壊数の違いにより，

宅地域に流入した土石流の氾濫域や流動深の空間分布を

検討した．避難計画等を検討する上では，宅地に流入す

る土石流の規模やタイミングを考慮すること，複数の渓

流からの土砂流出量を考慮することの重要性を示した． 
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EVALUATION OF SEDIMENT DISASTER HAZARD AREAS AND SPATIAL 

DISTRIBUTION OF DEBRIS FLOW INUNDATION RISK IN RESIDENTIAL AREAS 
 

Hidetoshi NAKAMOTO, Hiroshi TAKEBAYASHI and Masaharu FUJITA 
 

Numerical simulations of debris flows were performed for several debris flows that occurred in 
Umegou Danchi, Yanohigashi, Hiroshima in July 2018, to study the flow characteristics of debris flows 
and to evaluate the established sediment disaster hazard areas,etc. The areas of high maximum stress act-
ing on the houses in the residential areas were in good agreement with the distribution of the destroyed 
houses. The results showed that even outside of the sediment disaster special hazard areas, there are areas 
where houses may be destroyed. In addition, we investigated the spatial distribution of the inundation area 
and flow depth of the debris flow that flowed into the residential area, depending on the timing of occur-
rence of multiple landslides and the difference in the number of landslides. When considering evacuation 
plans, it was shown that it is important to consider the scale and timing of the sediment flow that flows in-
to the residential areas, and to consider the amount of sediment runoff from multiple mountain streams. 


